






















































































































































































































































































































































































































































（借方）有価証券 200 （貸方）貸付金 500
貸倒損失 300
②　債務者側の会計処理
（借方）借入金 1,000 （貸方）資本金 1,000
なる柔軟な対応が十分可能となったのである。
自己株式の活用に関しては、相続対策として定款に「相続による株式の取得には会社の
承認を必要とする」という旨の定めと「株式の譲渡については当株式会社のみを買受人と
する」という旨の定めを置くことで、株式の分散を防止すると同時に会社にとって好まし
い人を後継者とすることができるようになったのである。
このほかにも株式の需給関係の調整、敵対的買収に対する対抗策、会社再編、新株予約
権の行使に伴う自己株式の交付による利用など様々な面で実務に利用できる選択肢が増加
した。
デット・エクイティ・スワップに関しては、その行為における手続きが簡素化され、中
小企業において膨大化した社長や役員などからの役員借入金を資本金へと振り替えること
によって会社の財務体質の改善のみならず、社長や役員個人の相続税対策も行うことが可
能となったのである。
デット・エクイティ・スワップは従来、銀行など一般の金融機関との間での取引が多か
ったが、上記のように会社内部における役員借入金の資本への振替も今後の実務における
選択肢のひとつとなりえる制度である。
これらの制度は完全に自由化されたわけではなく、もちろんその制度それぞれに規制お
よび条件が存在し、それをクリアすることが大前提となっている。しかしそのような規制
や条件を解決することによってより実務に近く、また手軽に資本制度を活用できることと
なるのである。
ただし法人税法上においては資本を動かすため住民税の均等割や事業税の外形標準課税
などに注意が必要となる。しかし今まで我が国において（特に中小企業において）資本制
度の活用といてば、単なる増資・減資程度でしかなかった処理が選択肢の幅が増大し、財
務体質の改善のチャンスも伺える資本制度の活用はより身近に、そして手軽に行える制度
のひとつとしてあげられるのではないのであろうか。
会社法とはこの法律の最大の利用者である中小企業をベースに構築８されているといわ
れている。また会社法では定款自治を大幅に認められているため様々な局面での選択肢が
増加する形となっている。そのため積極的にその制度を利用することによって会社自身の
財務体質の改善や景気浮揚策へとつなげていけることと思われる。
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８ 具体的な例をあげると、定款に株式の譲渡制限を定めた株式譲渡制限会社が株式会社のモデルとされて
いる。
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